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1．間題設定
　余暇開発センターの『レジャー白書’93』（〔1〕）によれば，「ビデオの
鑑賞（レンタルを含む）」は，平成4年は第7位の余暇活動種目で参加人口
は4，300万人であり，表1－1に示されているように年々減少傾向にある。
　同じ『レジャー白書’93』によれば，「映画（テレビを除く）」は，平成4
年度は第17位の余暇活動種目で参加人口は2，910万人で，表1－2のように
年々増加傾向にある。
　国内の映画産業はほぼ成熟化した産業のように表面的には見えるけれども，
日本において，1980年代後半から急速に映画制作ビジネスヘの異業種からの
参入が高まりつつある。例えば，総合商社（庄1）（伊藤忠，丸紅，三菱商事，
三井物産，住友商事，兼松江商）や大王製紙やアデランスと言った意外なメー
カー（〔2〕）や，日本テレビ放送網・フジテレビ等の放送業界，電通・博
報堂等の広告代理店，出版社等（庄2）の映画関連産業と，玩具メーカー（狂3），
流通（注4），証券，警備保障会社などの映画と無関連の企業（〔3〕）が参入
している（注5）。
　さらに日本企業と外国企業の「企業提携」による（〔4〕，〔5〕，〔6〕，
　　　　　　表1－1　ビデオ鑑賞レジャーの順位と参加人口
年 順　　位 参加人口（万人）
平成2年 5 4，500
平成3年 7 4，390
平成4年 7 4，300
　　　　（出所：〔1〕13ページより作成）
表1－2　映画鑑賞レジャーの順位と参加人口
年 順　　位 参加人口（万人）
平成2年 19 2，770
平成3年 18 2，810
平成4年 17 2，910
（出所：〔1〕13ページより作成）
一114一
　　　　　　　　　　　　　　　　　レジャービジネスの経営学的分析（その2）
〔7〕，〔8〕）映画の共同制作が行なわれるようになってきた。それに加
え，日本のAVハード機器メーカーによるアメリカの映画ソフト制作会社の
買収も行なわれた。1989年9月に，ソニーが米コロンビア・ピクチャーズ・
エンターテーメントを総額46億ドル（買収当時の円換算で約6，400億円）で
買収し（〔9〕，　〔10〕，　〔11〕），1990年11月には，松下電器産業が米映
画・娯楽会社M　C　Aを61億3千万ドル（買収当時の円換算で約7，800億円）
で買収した（〔12〕，　〔13〕，　〔14〕）。
　アメリカにおいても放送会社による映像ソフト会社の買収が進められてき
た。例えば，総合娯楽・有線テレビ会社バイアコム（本社ニューヨーク）が，
1993年9月12日大手映画制作・出版会社パラマウント・コミュニケーション
ズ（本社ニューヨーク）を82億ドル（約8，700億円）で買収することを発表
し（〔15〕，〔16〕），これに対しパラマウント側は，一時合意していたバ
イアコムではなくテレビショッピング大手QV　Cの買収案を受入れ（〔17〕），
バイアコム，Q　V　Cの買収合戦の末1994年2月15日バイアコムが100億ドル
で買収した（〔18〕，〔19〕）。これは映像ソフト「供給メディア」企業に
よる映像ソフト「制作会社」の買収であり，映像ソフトの資産的価値の潜在
的価値の大きさを象徴する出来事であった。この結果ハリウッドのメジャー
の映画製作会社のうちメディア企業の息がかかっていないのは，ウォルト・
ディズニーとMGMのみになった（〔16〕）。
　欧米や日本において，最近「映像ソフト制作ビジネス」への企業の関心が
急速に高まってきたのは，映像ハード機器の普及に伴なう「鑑賞型レジャー
（”watch－and－listen”type　leisure）」への参加人口が世界的に急増している
という需要側の変化に対応して，多チャネルの放送波とビデオカセットやビ
デオディスク用に「多重活用」の可能な映像ソフトビジネスの「収益性」が
飛躍的に高まってきたからである。
　本研究ノートでは，世界市場を対象としうる映像ソフトビジネスの現状と
そo魅力とをまず概括的に展望し，映像ソフトに関連するビジネスとして，
　（1）映画興業ビジネス，具体的には映画館の現状と将来，（2）ソニーの外国
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映画制作会社の買収の戦略的意味と今日までの歩みとを，それぞれ章別に取
り上げることとしたい。
2．映像ソフトビジネスの現状とその魅力
2－1映像ソフトビジネスの市場規模
　問題設定で述べたように，映像ソフト制作ビジネス，特に映画製作ビジネ
スの魅力が近年急速に高まってきているのは，日本の「映像ソフトビジネス」
の市場が1986年から90年まで年平均成長率が7．6％という高成長を続け，1990
年度約3兆4，000億円という巨大市場（〔20〕87ページ）を形成するように
なってきたからである。
　アメリカにおけるメディア別の映像ソフトビジネス市場規模は表2－1
表2－1　メディア別映像市場規模（アメリカ）　　　　　　　　　　単位：億ドル
劇映画　C　A　T　V　テレビ　ビデオ　ビデオゲーム　合　計
1985年　　　　37　　81　　90年　　　　50　　151年平均伸び率（％）　　6．2　　13．3
198　　　27
255　　　109
5．2　　32．2
18
23
5．0
361
588
10．2
　注：ビデオゲームは1986年と89年のデータ
資料：VERONIS，SUHLER＆ASSOCIATES，U．S．DEPARTMENT　OF　COMMERCE
　　BUREAU　OF　CENSUS　STATISTICAL　ABSTRACT　OF　THE　UMTED　STATES
表2－2　日米映像産業の市場比較（1990年）　　　　　　　　　　単位：億円
劇映画　C　A　T　V　テレビ　ビデオ　ビデオゲーム　合　計
日本　 1，719　17322，8165，447　3，440　33，595アメリカ　　　7，200　　21，744　36，720　15，696　　3，1701）　84，530
米／日　　　4．2倍　125．7倍　1．6倍　2．9倍　　0．9倍　　　2．5倍
参考
人　口　平均映画　C　A　T　V　V　T　R　平均ビデ　平均
（億人）　入場料2）　普及率　　普及率　オレンタ　ビデオ
　　　　　　　（％）　　　（％）　ル料金　　セル料金
日本　 1．21，180円アメリカ3）　　2．4　　4．9ドル
　　　　　　　　（662円）
米／日　　　　2倍　　　0．6倍
20　　　66．8　　407円　　4，992円
59　　　　70．2　2．31ドノレ　13．8ドル
　　　　　　　（333円）（1，987円）
3倍　　　1．1倍　　0．8倍　　　　0．4倍
　注：1）1989年のデータ，1ドルニ137円で換算
　　2）日米ともに91年のデータ
　　3）90年は1ドル＝144円，91年は1ドル＝135円で換算
資料：日本ビデオ協会，日本映画制作者連盟，経済企画庁，三和銀行等の資料および
　　VARIETY，U．S．INDUSTRIAL　OUTLOOK1992より作成
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表2－3　映像ソフト産業の日米比較
日　　　　本 米　　　　国
劇映画
映画館数 1，912館 24，080スクリーン
平均入場料 1，161円 4．45ドル
興行収入 1，666億8，100万円 50億3，3340万ドル
入場者数 1億4，357万人 11億3，250万人
封切作品 　　　　　777本
（邦画235本，洋画522本）
　　　446本
（メジャー＋独立系）
テレビ
普　及　率 （90／3〉　　　99．3％ 98．0％
普及台数 6，685万台 （88）　1億6，200万台
放　　　送 （88）　1兆9，426億円 213億ドル
ビデオ
ソフト
V　T　R普及率 （90／3）　　66．8％ （90／2）　　68。6％
ホームビデオ
需要規模
レンタル　3，281億円
セ　　ル　　　828億円
ディスク　　　407億円
レンタル　　59億ドル
セ　　ル　　61億ドル
計　　　4，516億円 計　　　120億ドル
カセット本数 5，700万本 2億本
映画シェァ 51．2％ 82．7％
ソフト平均価格 5，476．3円 59ドル77セント
レンタル店数 13，400店 30，000店
ビデオソフト取扱店 33，400店 80，000店
CATV
加入世帯 （88）　　　577万世帯 4，950万世帯
普　及　率 15．2％ （90／2）ベーシック　57．8％
（〃）ペイケーブル29．7％
売　上　高 （88）　98億9，869万円 138億2，330万ドル
公告収入 95億円 24億ドル
テレビ
ゲーム
ゲームソフト 3，390億円 23億ドル
ファミコンハード 累計1，458万台 累計1，983万台
　　（注）　（　）内で年月を付したもの以外は，89年の数値。
　（資料）　表2に同じ。
（〔20〕，88ページ）に，映像ソフトビジネスの日米比較は，表2－2
（〔20〕，89ページ），表2－3（〔21〕，15ページ）に示されている通り
である。
　表2－1，表2－2，表2－3を見て分ることは，日米の映像産業に関し
て，第1に「劇映画の興業ビジネス」の日米格差と日本での衰退ぶりである。
1993年度に若干改善の兆しがみられるが（第3章3－1参照）日本における
映画興業ビジネスの衰退ぶりを示すデータとしては，日本映画制作者連盟の
調査がある。それによれば，1991年の映画興業収入は前年比5．0％減の1，634
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億円，顧客動員数はピーク時1958年の延べ11億2，700万人が91年には1億3，
800万人に激減し，映画館数は1960年の7，457館が91年に1，804館に激変して
いる（〔22〕）。表2－1，表2－2，表2－3を見て分かるもう一つの違
いは，アメリカにおける「C　V　T　V」の隆盛である。アメリカではC　A　T　V
の普及がビデオに先行してなされ，一般テレビに次ぐ大きなマーケットを持
つメディアとして定着している（〔21〕，16ページ）。1991年度末で日本の
CA　T　V普及率は22％（743万世帯）にとどまっており，都市型C　A　T　Vは
2％強（73万世帯）に過ぎないのに対し，アメリカのC　A　T　Vの普及率は60
％以上と言われており日本のおよそ3倍（91年で加入世帯は5，280万世帯）
であり，売上高は90年で約150億ドルと日本の126倍の規模になっている
（〔20〕88ページ）（庄6）（仕7）（庄8）Q
2－2映像ソフトビジネスの成長要因
　映画ソフトをそのかなりの部分として含んでいる「映像ソフト産業」の成
長と市場拡大をもたらした要因の第一のものは，映像メディアにおけるハー
ド機器の高度化と普及とがあげられる。（1）表2－3にも明らかなようにテ
レビ受像機の圧倒的普及とV　T　Rの高い普及率である。T　V受像機とV　T　R
の同時的普及は，T　Vの録画とその再生及び，レンタルビデオソフトやセル
ビデオソフトの再生を可能にし，自分の見たいソフトを見たい時問に見たい
場所で見る，という形で視聴の時・所・機会の選択の自由度を飛躍的に高め
（〔20〕，110ページ，〔21〕，13ページ），ビデオ用の映像ソフトの大量
需要を生み出した。（2）液晶テレビに代表されるように「機器の小型化」が
進み，携帯利用など映像ソフト利用のパーソナル化が進みつつある。（3〉
「画面の大型化」は臨場感を増し，今後家庭に普及すると考えられているハ
イビジョンテレビは，画面の縦横比が9対16（現行テレビは3対4）とワイ
ドになり，走査線数は約2倍，画素数が4．5倍と格段に画質が精細になり
（〔21〕，13ページ），新たな画質の良い映像ソフトの需要が生れると解さ
れる。（4）「ビデオディスク」が1980年代初頭に日米で市場に投入されたが，
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日本の映像ハード（主要な民生用機器）市場（1990年）　単位：億円
メーヵ一生産額 構成比（％）
カラーテレビ
液晶テレビ
V　T　R
ビデオカメラ
ビデオディスクプレーヤー
ノ｛ソコン
8，746
　28510，785
7，363
ユ，442
9，069
????????
????
（?
計?? 37，690 100．0
資料：（財〉通商産業調査会『機械統計年報』平成2年度版
ビデオディスク機器の普及率は，まだ，VT　Rの91年の普及率71．5％（〔20〕，
111ページ）には遠く及ばないが今後の普及が予想される。日本の映像ハー
ドのメーカー生産額と構成比は表2－4（〔20〕82ページ）の通りである。
　「映像ソフト産業」の成長と市場拡大をもたらした要因の第二のものは，
特に日本においては，近年のニューメディアの発達としてのCATVと衛星
放送（B　S）によるチャンネル数の増加がある（〔20〕92ページ）。C　A　T
Vに関して述べたように日本でのC　A　T　Vの普及率はまだ低いが，表2－1
のように年平均の市場伸び率は極めて高い。B　Sに関しては，N　H　Kの衛星
放送は1989年8月4万1千世帯の加入でスタートしたが，91年末には335万
9千世帯へと増加した。日本衛星放送（WOWWOW）は91年4月の放送開
始時点で34万2千世帯が加入し，92年2月15日現在73万9千世帯である
（〔22〕）。
　「映像ソフト産業」の成長と市場拡大をもたらした第三の要因は，上述の
2つの要因の複合した結果として「生活における映像二一ズの高まり（〔20〕
92ページ）」を挙げることができる。N　H　Kの1990年度「国民生活時間調査」
における「自由時間構成」は，図2－1の通りであり（〔20〕92ページ），
「マスメディア接触時聞」が55％を占め，その内7割以上がテレビの視聴で
ある。さらに「レジャー活動時間」の内でA　Vレジャー活動時間が増えてい
ることは，『レジャー白書’91』（〔23〕）によれば，1990年の参加人口上
位余暇活動種目の第4位にカラオケ，5位にビデオ鑑賞が入っていることか
らも明瞭である。カラオケレジャーには（注9）カラオケ用映像ソフトとビデオ
一119一
柳川　高行
図2－1　「自由時間行動」の内部構成（90年，全員平均時問）
　　　平　日
（100％＝4。07）
　　時問分
　　　土曜日
（100％ニ5．08）
載3嵯
1総
時間　分
　2．29
（60％）
0．24
（IO）
’
倉。磁
く勝
2．59
（59）
0．23
（8）
3?O
　　日曜日　礁銘
（100％ニ6．22）㈱
???
??
?
0．04
（1）
0．24
（6）
0。05
（1）
　　私的な会話・交際　　マスメディア接触
資料：N　H　K『国民生活時間調査』1990年度
レジャー活動　休息
　　　その他の自由行動
ディスク機器とカラオケルームやボックス等のカラオケサービス提供ビジネ
スの発達が不可欠である。1991年度の業務用カラオケ市場の酒場（29万台），
宿泊施設（16万台），カラオケボックス・ルーム（8万台）の内90％以上が
「光ディスク」のL　DかC　Dであり（〔24〕4－5ページ），家庭用カラオケ
のビデオディスクとしてのL　Dは91年度までで累高130万台（世帯普及率3．3
％）である（〔25〕3ページ）。ビデオ鑑賞レジャーを可能にしたのは，V
T　Rの普及とレンタルビデオ店，セルビデオ店というパッケージ型映像ソフ
トの流通チャネルの形成とビデオ制作会社の増加であった。V　T　Rの普及率
の推移とレンタルビデオ店数とセルビデオ取扱い店の推移とに関しては，図
2－2（〔20〕111ページ）を参照のこと。ビデオソフトの市場規模に関し
ては表2－5（〔20〕111ページ）を参照のこと。
2－3　映画ソフトの多重活用
　以上述べてきたように，ニューメディアの発達，特にC　AT　VやB　Sの普
及は，リアルタイムで放送される「ノンパッケージ型」（〔26〕27ページ）
の映像ソフト需要の一層の拡大を可能にし，良質映像ソフトをより多く必要
にして行くと思われる。これに対し，映像ハード機器の発達と普及，とりわ
けテレビ受像機とV　T　Rの圧倒的普及とビデオディスクの一定の普及は，
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V　T　R普及率，レンタルビデオ店数，セルビデオ取扱い店数の推移
セルビデオ取扱店数
　V　T　R普及率（％）
☆3騰一イぎず
●■
　　　　　　　　　　71．5
　　　　　　　　　　一一一一●　　　　　　　一9一●・・一一一　　　　一、●・’－一一　53．0　！　　　　　66．8　．．／　63．7
一’レンタル＿数
100（％）
????????? ?
????
0
? ?
20
　　　1984　　85　　86　　87　　88　　89　　90　　91（年）
資料：国際映像ソフトウェア推進協議会，メディア開発綜研，経済企画庁
表2－5　ビデオソフト市場規模　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　00
ユ ザ 段　階
家　庭　　用 業務用　総　計
カセット：　カセット：　ビデオ　　小計
レンタル　　セル　　　　ディスク
1986年　　　　　　　2，252
　88年　　　　　　　3，566
　90年　　　　　　　3，018
年平均伸び率（％）　　　7．6
424
683
944
22．2
445　　　　3，121　　　　770　　　3，891
424　　　　　4，673　　　　　842　　　5，515
470　　　　　4，432　　　1，015　　　5，447
1．4　　　　9．2　　　7。2　　　8．8
　注：平均レンタル料金二1986年：890円，88年：479円，90年：407円
資料：国際映像ソフトウェア推進協議会
「タイムシフト」して楽しむ「パッケージ化された」（〔26〕27ページ）映
像ソフト需要を著しく拡大してきたと思われる。
　ニューメディアの発達と普及及び映像ハード機器の発達と普及とが映像ソ
フトの需要を急速に増大させているが，その中でも「映画ソフト」は重要な
役割を担っている（〔21〕14ページ）。映画はテレビ番組等に比べ，数段多
くの時問と費用をかけて制作されているため，繰り返して利用することが可
能な質の高さを持ち合わせているソフトが多く，さらなる映像メディアヘ映
像ソフトを供給する「一次メディア」としての役割が高まってきている
（〔9〕105ページ）。映画ソフトは，多くのメディアで「多段階利用」
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図2－3　映画ソフト利用の流れ（アメリカ映画のソフトの場合）
アメリカ 公開時期
（経過月数）メディァ
日　本
購入料（ドル）利用料　メディア 利用料　購入料（円）
4．9
n。a．　2．31
13．8
劇場公開
P．P．V
（ペイ・パー・ビュー）＊
ビデオソフト（レンタル）
　ペイテレビ
　ビデオソフト（セル）
　↓2～6力服
0　フリーテレビ
　　（ネットワークTV）
0　フリーT　V
　　（ローカル，公共局）
0
3　　　0劇場公開（ロードショー）
6　　　3　P．P．V
96露鶴遡鱒後12　　　9
　　　　ペイテレビ：衛星放送
15　　12　　　　　　CATV
18　　15　フリーテレビ（N　H　K，民放キー局）
21　　18　ビデオソフト（セル）
24　　21
1：且i㌧＿
1，700
1，000
407　15，000
　　　4，000～
　　　　5，000
2，500／月
3，500／月
　0
0
2，000～
15，000
注：利用料，購入料，公開時期はすべて平均値。ケースにより例外もあり，流動的である。
　＊ペイテレビで個別番組ごとに料金のかかるシステム。
（〔15〕16ページ）が可能であり，アメリカにおける映画ソフトの利用に関
しては図2－3（〔20〕106ページ）を参照のこと。
　日本においてもNHK
のB　S2は映画を中心に
供給しており，またビデ
オカセットの販売額の6
割強はレンタル店向けで
ある（〔27〕）が，　〔20〕
によればレンタル用ビデ
オカセットのジャンル別
売上高構成は図2－4の
通りであり，邦画，洋画
合せて87．5％が映画ソフ
トである。
図2－4　ジャンル別売上構成比
　　　　ビデオカセット（レンタル用）単位：％
　　　　　　音楽（邦楽）0．3
子供向け　　　　　　　　　　その他0．9
（含アニメーション）3．2
アニメーション
（一般向け）
　　　　　　　　8．1　　　　　　　　　　　　　劇映画
　　　　　　　　　　　　　　（邦画）
　　　　　　　　　　　　　　23．0
劇映画（洋画）
　　64．5
注：1991年1～6月調べ資料：日本ビデオ協会
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3．映画興業ビジネスの現状と将来
3－1　映画興業ビジネスの現状
　1993年の映画館という小売店によって販売される映画売上（興業収入）と，
消費者数（映画人口）は，日本映画制作者連盟の調査によれば，次表3－1
の通りであった（〔28〕）。
　1970年から1993年までの映画人口と年問配給収入の推移は下図3－1の通
りであった（〔29〕）。
　表3－1　平成5年全国映画概況（1～12月）　　　　映連資料（平成6年1月）
配給・興行成績 前年比 前年同期成績
入場人員 130，720千人 104．1％125，600千人
興行収入 163，700百万円 107．7 152，000百万円
平均入場料金 1，252円 103．4 1，210円
配給収入
　　　邦　画
　　　洋　画
　　　　　　（構成比）
25，692百万円（35．8）
46，119　　（64．2）
91．3
134．7
　　　　　　（構成比）
28，134百万円（45．1〉
34，227　　（54．9）
合　計 71，811　　（100。0）115．2 62，361　　（100．0）
映画館数 1，734館 1，744館
図3－1　映画人口と年間配給収入
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　1993年の映画産業は，史上最高の配給収入を記録した洋画の健闘で（rジュ
ラシックパーク」は，配収83億円で92年最大のヒット作品「紅の豚」の約3
倍であった（仕10）。洋画全体で8作品が10億円以上の配給を上げた（〔29〕）），
映画全体の売上げに当る「興業収入」は1，637億円（前年比7．7％増）であり，
そこから劇場の取り分を除いた「配給収入」の内洋画が461億1，900万円（前
年比34．7％増），邦画が256億9，2000万円（前年比8．7％減）であり，邦画比
率が初めて40％を割った（〔29〕）（庄11）。以上のデータから映画産業の低迷
に歯止めをかけたのは洋画の際立った成功があったこと（庄12）と，洋高邦低傾
向が一層すすんだことが分かる。
　ここ何年か年間30～100館減少してきた映画館も昨年は減少が10館にとど
まり（〔29〕），後程詳述するように地方の老朽館が閉鎖する一方で，質の
高い「シネマコンプレックス（複合映画館）」の新築が相次ぎ（〔29〕），
都内の一等地の映画館も改築を行ないハード面からの顧客サービスの改善を
行なっている（〔30〕）。ドライブイン・シアターなどの新しいタイプの映
画館も普及してきた（〔30〕，〔31〕，〔32〕，〔33〕）。
　1993年に減少が10館にとどまったが，ここ数年全国映画館数は1週問に1
館以上の割合で減少し続けている。特に100万人都市，東京・大阪・横浜・
川崎・名古屋・札幌・京都・神戸・福岡の9地区を除いたローカルの映画館
の減少が激しい。「ローカル映画館」の減少の理由は，①人口の都市への流
出（〔34〕），②映画館の物的環境の貧弱さ（〔34〕），③東宝・松竹・東
映の興業会社大手と配給会社により映画館の系列化が進み作品がえらべない
ことに加え，当たりそうな作品を直営館，傍系館，独立の契約館という優先
順位で配給し，自由に作品を手に入れることができないこと（〔34〕），④
既得権を守ろうとしてやる気のある新規参入者を排斥してきたこと（〔34〕）
である。一般的に繁盛する小売店の条件としては，①魅力的な商品，②リー
ズナブルな価格，③雰囲気の良い店舗と心地好いサービス，④ポイントをつ
いた宣伝と言われているが，多くのローカル館はこの条件を満たしていない
（〔34〕）Q
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3－2映画館興業の新しい流れ
　ローカル館の滅少のなかで，大都市近郊と地方主要都市に図3－2（〔34〕）
のように映画館新設ラッシュが起きている。これらの映画館の特質は，①複
合化，②低コスト化である。複合化とは，多くのスクリーンをもったマルチ
プレックス化（複合映画館）（〔34〕，〔20〕109ページ）した複数映画館
が，商業施設や再開発地域内に進出する形態をとっていること（〔35〕）を
意昧している。低コストのための初期投資を抑える有効な手段としてビデオ
シアターが注目されつつある。フィルム映写機より安く，レンタル制度の利
用も可能である（〔35〕）。またマルチプレックス化により，複数の劇場で，
チケット売場，もぎり，売店，映写室等を共通化することにより人員合理化，
経費節減が可能となり（〔202〕109ページ），低コスト化が実現される。
3－3　ワーナー・マイカルの映画興業ビジネス
　以下では，商業施設と複合化し，集客の相乗効果を狙いとしている，米国
のエンターテインメント企業最大手タイムワーナー・グループと日本の流通
大手マイカルグループの折半出資によって設立された映画運営会社ワーナー
・マイカル（〔35〕）を取りあげることとする。
　同社は93年4月24日，神奈川県海老名市の大型店舗，海老名サティのリニュ
アールに合せて，7スクリーンを有する複合型映画館「ワーナー・マイカル
・ジネマズ7・海老名」を開設した（〔35〕，〔36〕）。4月29日には，大
阪府岸和田店に，8スクリーンを備える「ワーナー・マイカル・シネマズ・
東岸和田」を開設した。S　F映画「ジュラシックパーク」の大ヒットで，ワー
ナー・マイカル・シネマズ7・海老名は封切り後6週問で8，042万円の興業
収入を上げ，全国のローカル都市上映館206館中8位にランクされる成績だっ
た（〔35〕）。ワーナー・マイカル・シネマズ・東岸和田は約5，667万円で21
位と，いずれも映画業界関係者が驚く好成績であった（〔35〕）。
衣料品に強い関西系スーパーマーケット（〔11〕）というイメージの強かっ
たニチイは，1980年代後半から「脱スーバ路線」（〔38〕，〔39〕）を鮮明
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にし，物販業に関しては新業態店として，生活百貨店「サティ」と高感度専
門店「ビブレ」を中心に展開していく（〔34〕）とともに，消費構造が「モ
ノ消費型」から「時間消費型」へと変化していること（〔37〕）に対応した
時問消費型ビジネスとしてニチイ・マイカルグループが展開しているのが，
全国一の総合スポーツクラブ「ピープル」てあり，映画産業なのである。モ
ノ消費と時間消費とを組み合わせた複合型ショッピングセンターの典型例が
1989年4月横浜にオープンした街づくり型S　C「マイカル本牧」であり，ニ
チイ・マイカルグループのこの戦略は「デベロッパー路線」（〔40〕，〔41〕）
と呼ばれている。マイカル本牧は年問1，500万人を集客し（〔42〕，　〔43〕）
大成功であった。ニチイ・マイカルグループの経営戦略に関しては，　〔44〕，
〔45〕を参照のこと。
　日本の高地価を考えた場合，新たに土地を購入したり，借りたりして映画
館を経営することは「不可能に近い」という認識で業界は一致しており，自
社物件をテナントとしていれた複合ビルとして再開発するか，流通業者など
が自らショッピングセンター内に開設することが可能な道であるとする見方
が支配的である（〔46〕）。93年3月に東急レクリエーションは松竹第一興
業と共同で東京・多摩市の小田急百貨店内にビデオシアター5館を開設する
が，東急レクは新設する劇場の経営について，「単年度黒字に転換するまで
10年，投下資本の回収に19年かかる」という見通しをもっており（〔46〕），
複合施設内の映画館はその集客効果に最大の投資目的がおかれており，単独
の収益はそれ程重視されていないのかも知れない。
4．ソニーのコロンビア買収の経営戦略的意味とその後の経過
　1989年ソニーは，米コロンビア・ピクチャーズ・エンターティメントを総
額44億ドルで買収（〔9〕〉し，同時にコロンビア強化を目的に映画制作会
社を2億ドルで買収したので，総額46億ドル（約6，400億円，当時）の買収
となり（〔11〕），その時点では，1988年のブリヂストンによるファイアー
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・ストーン・タイヤ・アンド・ラバーの買収が26億ドルで最高であったから，
日本企業による買収の最高額を更新した（〔9〕）ことになる。
　買収頭初，「米国の魂まで買ってしまうのか」　（〔47〕），「文化の殿堂
まで買われてたまるか」（〔10〕〉と，日本脅威論（〔48〕）が米国内に見
られたがまもなく沈静した。
　コロンビア買収の狙いを大賀典雄社長は，「（映像ソフトビジネスは）マ
ネジメントさえうまくやればハード（機器〉より利益率が高い。C　B　Sソニー
（レコード）の利益は前期比数十％増，こんなに伸びているビジネスが，ほ
かにありますか（注13）。しかも利益率はソニーの倍以上ある。」と新聞のイン
タビューに答えている（〔49〕）。映像ソフトビジネスの高い収益性を考慮
してのコロンビア買収であったと語っているが，買収の結果ソニーは，AV
のハード機器と，先に買収したC　B　Sソニーと合せて音と映像分野で多くの
ソフトの著作権を握り「AV分野を制覇しよう」（〔11〕〉，「世界的AV
会社（〔50〕）」にしようというのがソニーの戦略的狙いであったと言えよ
う。ある業界関係者は，ソニーの買収後の1991年に松下電器がM　C　Aを買収
した（〔51〕，〔52〕）ことの，家電メーカーによる2つの映像ソフト会社
買収を，「AVソフト根こそぎ戦略」，「水源地支配」と呼んだ（〔53〕）。
「1本の映画ソフトは雪だるま式に利益を生み出す」と言われるように，か
　の
つては劇場用の一度限りのソフトであった映画ソフトは，ビデオや地上波の
テレビ，B　S，通信衛星（C　S），C　A　T　Vなど多くのメディアに乗るよう
になり，1つのソフトが4，5回のビジネスチャンスを生む（〔53〕）時代
になった。映画会社の収入のうち興業収入は三分の一に過ぎず，ビデオ化権
と放送権で残り三分の一ずつを稼ぎ出している（ビデオ販売会社幹部の話）
（〔54〕）のが現実である。ビデオソフトに関しては，1991年でレンタルと
販売を合せた売上高は全世界で約1兆6千億円の巨大市場となっており
（〔53〕），映画ソフトのビデオ化権の契約期問は2，3年が一般的で契約
更新ごとにライセンス収入が得られる（〔54〕）。
　先述したニューメディアの普及は新たなライセンスビジネスの機会を先進
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国において拡大し，東南アジアや中東でV　T　Rの普及が進めば，ビデオソフ
トの販売可能性はより高まっていく。映画ソフト制作は，その意味において，
極めて魅力的な「ライセンスビジネス」となったと言ってよい。
　1993年半ばまでで，ソニーのコロンビア買収は，ソニーの業績にどのよう
な影響をもたらしているだろうか。それを次に見てみよう。
　ソニーは，1989年，90年の2年問不振のA　V（音響・映像）業界で一人勝
ちしたが（〔55〕），国内，欧州のAV不況に円高が加わり，92年3月期に
205億円の単独営業赤字に転落し，93年前期の連結ベースの税引前利益は57
％減の925億円になり，本体の経常利益は457億円と90％減（これは子会社の
配当政策を変えて捻出したもの），本体の営業利益はわずか15億円に過ぎな
かった（〔56〕）。1993年の10～12月連続決算で6年ぶりの減収減益に陥い
ると，マスコミは「ソニー神話陰り再び」と書き，「映画買収など重いツケ」
と書いている（〔57〕）がコロンビアの経営自体は黒字化しており（〔58〕），
利払い負担やのれん代の償却負担を加えると最終損益は1992年2月現在未だ
赤字であった（〔57〕）。
　しかしながら，その後米国の景気回復にも助けられてA　V機器販売が上昇
し，収益に回復の兆しが1994年になって見えてきた（〔59〕，　〔60〕）。さ
らに1993年米国で急速に巨大な新市場として「マルチメディア市場」が脚光
を浴びるようになり，ソニー・ピクチャーズエンタティメント（S　P　E　旧
コロンビアピクチャーズ）の保有している映画ソフト3，000本とテレビ番組
3万本に熱い視線が集まり，S　P　Eに出資したいという欧米企業からの打診
が相次ぎ，ソニーのマルチメディアヘの先見性が評価されつつある（〔59〕）。
　ソニーが，AV機器というハードと映像ソフトを自己の戦略ドメインとす
るエクセレント・カンパニーへ変身できるか，松下のM　C　A買収とソニーの
買収の決定的違いは，ソニーには，C　B　Sソニーレコード，ソニー・ミュー
ジックエンタティメント等のソフトビジネスを取り扱ってきたノウハウが蓄
積されていることであるが，買収戦略の成否を見極めるのにはもう少し時間
が必要である。
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5．結
　21世紀へ向けて日本は着実に「時問的豊かさ」を価値あるものとする「余
暇社会」へと向いつつあり，それに対応して様々な「時間消費型レジャー」
が生まれつつある。伝統的な映画興業ビジネスも，映画館で迫力を味わうと
同時に，テレビ番組やビデオソフトとして多重活用される時代が花開こうと
している。現在映像ソフトの重要性をさらに高めつつある歴史的流れとして
「マルチメディア」がある。マルチメディアは，まだその姿が明確に示され
てはいないので本稿では意図的に取り上げることを回避してきたが，別の機
会にもう一度，「マルチメディァ時代と映像ソフトビジネス」を論じること
が残された課題である。
（付記）
　本研究ノートは，「柳川研究室discussion　paper　No．14」として1993年
夏休みに書かれた草稿を，1994年春休みに大幅な加筆修正を行ない成立した
ものである。93年9月16日に草稿を元にゼミナールの学生諸君とディスカッ
ションを行ない有益な示唆を受けた。記して感謝致します。
　「映像ソフト鑑賞レジャー」の英訳に関して，白鴎大学教授大瀧真氏のご
教示を得た（1994年4月30日〉。記して深謝致します。
〔灘騰筆修1〕
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（注1）
（注2）
　総合商社の中には，映画制作というメーカ的活動のみならず，洋画配給事業とい
う卸売的活動に進出する三井物産，日商岩井の例もある。このことは，日本の映画
の洋高邦低人気を反映しているとも言える。このことに関しては，次を参照のこと。
〔61〕「ズームイン　商社　映画の舞台に再登場　2社，洋画配給事業に進出　マ
　　ルチメディア主役の座へ布石」，日本経済新聞夕刊，1994年4，月7日。
　出版社による映画制作ビジネスヘの参入例としては角川書店が代表的である。
　角川書店は，1993年8月以降社長のコカイン密輸の一連の騒動の中で，嵐に漂う
木の葉のように揺れており，社長に対する殿誉褒財は凄まじいの一言に尽きるが』
角川書店・角川春樹が日本の映画制作と映画のマーケティングとに新時代を画し，
イノベーションを引き起こしたことと，岩波書店によって確立された「文庫＝名著
のロングセラー」という文庫コンセプトを「読み捨て型文庫文化」（〔62〕）へと
変化させた「文庫革命」（〔63〕）を成し遂げたことだけは，問違いない事実とし
て確認しておくべきであろう。
　映画制作におけるイノベーションは，「角川商法」（〔62〕，〔64〕，〔65〕），
「メディアミックス戦略」（〔62〕，〔64〕，〔66〕）と呼ばれていた。メディア
ミックスとは何なのかを以下簡潔にまとめておくこととしたい。
　角川商法，メディアミック　　　　　　　　　　　　　　　図1　角川のメディアミックス概念図ス戦略の概念図は，図一1
（〔62〕）の通りである・　．＿　　共同製作企業　イー・
鶏爆轟窯，薯着　宣伝繰騰、宣伝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　脳企業のマーケティング戦略と
して論じることとする。
〔62〕によれば，角川流の映画制作は，制作主体として角川春樹事務所以外に出資
　　者を募り（出資企業と関連会社），資金調達の可能性を高めると同時に出資
　　企業に前売り券を販売させるという形で，制作の投資リスクを軽減する手法
　　を用いていた。
　メディアミックス戦略とは，上述の映画制作の投資リスクを削減するのみならず，
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　　映画からの収益を極大化しようとする試みであった。〔62〕によって映画「R　E　X」
　　を例にとると，①角川と松竹とで10億を超える多額の宣伝費を投入し，T　V　C　Mを
　　大量に露出する。②角川書店の28雑誌という自社の活字メディアで広告を大量に露
　　出する（弟で新社長の角川歴彦によれば（〔63〕361－362ページ）角川書店が雑誌
　　を出版するようになった主要因は，「自社媒体で映画の宣伝をカバーしてあげたい」
　　というものであった）。③自社出版の単行本の帯に宣伝を入れ，文庫フェアーのキャ
　　ラクターとして利用し，書店・小売店での大量の露出を行なう。以上のように，T
　　Vの大量宣伝に加え，出版社の経営資源を最大に活用して，大衆の映画の認知度を
　　高め，映画の配給収入を高めるとともに，T　Vやビデオでの映像ソフトの二次使用
　　による売上増という形で映画からの収益の飛躍的上昇を狙うことがメディアミック
　　ス戦略の本質であると解される。さらに，映画がヒットすると，出版社である角川
　　書店の書籍部門の売上げ増が，原作本，絵本，写真集，映画のメーキングオブ物等
　　の売り上げとして，実現するという副次効果も伴ったと思われる。
　　　〔62〕「「帝王」抜き，試練の商法後継者欠く「映画」　出版市場も飽和状態
　　　　　大作主義，リスクも　角川商法　映画宣伝に媒体動員　貫いた大衆化路線
　　　　　俊才発掘，邦画界に刺激」，日本経済新聞，1993年9月2日。
　　　〔63〕角川歴彦，1993年，「兄・角川春樹を許した日」『文芸春秋』，12月号，
　　　　　354－365ページ。
　　　〔64〕「ルポルタージュ　揺れるカドカワ　カリスマの落とし穴」，日経産業新聞，
　　　　　1993年8月31日，9月1，2，3，4日。
　　　〔65〕「13年前にも麻薬　角川社長の「再起」はあるか」，『週刊新潮』，1993年
　　　　　9月9日号，44－48ページ。
　　　〔66〕山根貞雄，「角川映画の功罪」，朝日新聞，1993年9月11日。
　　　〔67〕「話題の会社　角川書店　映画中心路線の修正急務」，日本経済新聞，1993
　　　　　年9月6日。
（注3）玩具メーカー，「バンダイ」は，玩具専業から「エンタティメント企業」（〔68〕，
　　　〔69〕，〔70〕，〔71〕，〔72〕）へと「夢・クリエイション」をキーワードに
　　　（〔68〕，〔69〕，〔70〕，〔72〕）ドメインの拡充を図りつつあり，その多角化
　　の状況は下図の通り（〔73〕）である。
●売り上げのキャラクターへの依存度は高い
　　⑥
　　18．3％
　　　　　　　①⑤　　　売上高　　29．3％
10．0％　　1094億円
　　　（92年3月）
　　④
7・5％③
　7．9％　　②
　　　　27．0％
①罪韻撫義欝：脇禦盤ぶ先惚とヤス，
　　　　　　　サンダーバード．仮面ライダー，アンパンマン
　　　　　　　主な商品，キャラクター商品分野
②各種ゲーム，　アクションゲーム，ボードゲーム，知育教育玩具，
　一般玩具　　　電子玩具，ビデオゲームソフト
③模型　　　　　プラモデル，ラジオコントロール玩具
　　　　　　　エンジェルポシェット　美少女戦士セーラームーン，④女児玩具　　　子供用電子手帳，すぎすきハスキー，ぬいぐるみ
⑤映像　　　　　映画・ビデオソフト
⑥その他　　　玩具菓子，生活雑貨．子供用衣料品
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　　　1992年度（第44期決算）によれば，総売上げ1，074億7，800万円の内10．0％，109
　　億5，500万円は映像部門の売上であり，同部門は1992年10月より「バンダイビジュ
　　　アル」に事業移管がなされた（〔70〕）。
　　　バンダイは1993年に実写映画「ソナチネ」，「シンガポールスリング」，「ナー
　　スコール」，「卒業旅行　ニホンから来ました」，「仮面ライダー20」，「リング
　　　・リング・リング　涙のチャンピオンベルト」等を相次いで公開し，有力ソフトサ
　　プライヤーになった（〔74〕）が，山科社長は，経営者の直感として「邦画の興業
　　　はもうビジネスとして成立しなくなっている気がする」，「若者がもう邦画は必要
　　ないと見切ってしまったんじゃないか」とあるインタビューで話しており（〔75〕），
　　1994年にバンダイビジュアルはオリジナルアニメーションを制作することを発表し，
　　実写映画からアニメヘ重点シフトすることを明確にした（〔74〕）。
　　　〔68〕「エンタティメントルネッサンス　TheHistoryofBANDAIKINGDOM」，
　　　　　株式会社バンダイ広報課，1992年3月。
　　　〔69〕「BANDAI1991Dream＆Creation」，株式会社バンダイ広報課，1991年。
　　　〔70〕「まじめな遊び心」，株式会社バンダイ人事部，1992年。
　　　〔71〕「21世紀への100人　山科誠［バンダイ社長］　総合娯楽企業への周到な布
　　　　　石　自己実現求め著作にも執念」，『日経ビジネス』，1993年3月1日号，
　　　　　68－71ページQ
　　　〔72〕「Up－and－coming　Companyバンダイエンタティメント企業への変身を加速
　　　　　する」，『NOMURA　SEARCH』，1990年7月号，30－33ページ。
　　　〔73〕「経営戦略　メーカー　バンダイ　“力”で商品化権を次々獲得」，『日経
　　　　　ギフト』，1993年1月号，26－28ページ。
　　　〔74〕「アニメにかけろ　バンダイビジュアル　実写映画から転換」，日経産業新
　　　　　聞，1994年3月7日。
　　　〔75〕「インタビュー　山科誠氏バンダイ社長　21世紀はビジネスの土俵が変わ
　　　　　る」，『日経エンタテインメント』，1993年6月9日号，12－15ページ。
（注4）流通企業としては，通販大手セシールが，1992年7月にオリジナルビデオの制作
　　　と劇場用映画の制作とを発表し，映像への本格参入を表明した。次を参照のこと。
　　　〔76〕「映像　通販大手のセシール，映像へ本格参入」，『日経エンタテインメン
　　　　　　ト』，1992年7月8日号，15－17ページ。
（注5）　ここで挙げられていない業種としては，飲料メーカーサントリーと，ゲームソフ
　　　ト会社カプコンがある。このことに関しては，次を参照のこと。
　　　〔77〕「サントリー　映画事業を拡大　製作費アップ，全国上映へ」，日経産業新
　　　　　聞，1993年5月31日。
　　　〔78〕「映画ビジネス参入　カプコン　ゲームソフト題材に」，日経産業新聞，19
　　　　　93年4月26日。
（注6）　アメリカでC　A　T　Vが高い普及率を示しているひとつの要因として考えられるの
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　　　は，アメリカのテレビコード（倫理規定）が日本よりはるかに厳しく，特にセック
　　スシーン，反宗教的シーン，暴力的シーンがあるものは放送されないことが指摘で
　　　きる。C　A　T　Vは，サブスクリプションテレビ（加入申込テレビ〉であるため，テ
　　　レビ放送が放送できないものが放送可能であり，ポルノの放送が可能である。アメ
　　　リカのニューメディアはポルノがなくては成りたたない。このことに関しては，次
　　　を参照のこと。
　　　〔79〕森口以佐夫，1981年，「ビデオディスクが離陸する日一市場形成の可能性を
　　　　　探る一」，『季刊中央公論』，秋季特大号，72－86ページ。
（注7）　〔80〕によれば，ケーブルテレビヘの加入率（テレビ保有世帯比率）は，1993年
　　度で日本19．7％，アメリカ60％，台湾80％であった。
　　　〔8G〕「特集　メディアの孤島　情報通信先進国への条件」，『日経ビジネス』，
　　　　　1994年3月21日号，10－25ページ。
（注8）今後のマルチメディアの巨大市場を目指して，アメリカでは長距離電話，地域電
　　話，C　A　T　V会社等の，通信・放送企業を巻き込んだ新たな競争の時代が幕を開け
　　　ようとしている（〔80〕，12ページ）が，日本においても普及の遅れていたC　AT
　　Vに関する規制を郵政省が緩和し，普及のチャンスを迎えつつある。このことに関
　　　しては，次を参照のこと。
　　　〔81〕「ビジネスTODAY　CATV，普及チャンス到来　進む規制緩和　米大手も
　　　　　進出　“救世主”光ファイバー」日経産業新聞，1993年11月18日。
　　　〔82〕「C　A　T　V参入を自由化　郵政省が規制緩和　通信兼営も可能に」，朝日新
　　　　　聞，1993年12月8日。
　　　〔83〕「規制緩和キャッチ　C　A　T　Vスイッチオン　エリア拡大に道／「通信」に
　　　　　魅力」，日経産業新聞，1993年12月25日。
（注9）カラオケ・レジャーに関しては，筆者に次の研究がある。
　　　〔84〕柳川高行，1994年，「研究ノート　レジャービジネスの経営学的分析（その
　　　　　1）一カラオケ・レジャー一」，白鴎大学経営学部，　『白鴎大学論集』，第
　　　　　8巻第2号，163－196ページ。
（注10）　ジュラシックパークの公開前に，配収目標100億円を目標として展開された「マ
　　ーケティング」については，次の〔85〕を参照のこと。
　　　〔85〕「ジュラシック・パーク　配収100億円のマーケティング」，『日経エンタ
　　　　　テインメント』，1993年5月19日号，4－9ページ。
　　　ジュラシック・パークに関して，製作会社M　C　Aの親会社松下電器の世界的規模
　　でのプロモーションに関しては，次の〔86〕，〔87〕を参照のこと。
　　　〔86〕「ビジネス　M　C　A買収の松下　「恐竜」で「E　T」に挑む　初の100億円
　　　　　配収へ空前のキャンペーン」，日本経済新聞夕刊，1993年5月24日。
　　　〔87〕「ルポルタージュ　映画真夏一番勝負　松下V　Sソニー1－5」，日経産業
　　　　　新聞，1993年7月23，24，26，27，28日。
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（注11）　日本ビデオ協会とぴあ総合研究所が1992年1月に実施した「ビデオレンタル店実
　　態調査」によれば，発売後2ヶ月以内の新作ビデオが貸出件数に占める比率は54．9
　　　％で，よく回転するタイトルの大半は映画館でのヒット作である。映画館でのヒッ
　　　トがあって初めてビデオ等の2・3次利用が高い利益を生みだす。この点に関して
　　は〔34〕を参照のこと。
（注12）93年度のデータのみで映画人気低迷に歯止めが確実にかかったとは言えない。93
　　年度には，「たまたま」洋画のヒット作が多かったというべきかも知れない。1992
　　年度は洋画が不振で，国産アニメ「紅の豚」が大ヒットしている。まさに映画は
　　　「水もの」である。このことに関しては，次を参照のこと。
　　　〔88〕「シェァの点検　エンタティメント・ソフト　映画　東宝，「紅の豚」でト
　　　　　ップ」，日経産業新聞，1993年6月21日。
（注13）1993年現在踊り場に迎えつつあるが（〔89〕），1991年に新規上場した「ソニー
　　　　ミュージックエンタティメント」は，多くのヒットアーティストと音楽ソフトを
　　擁して急成長を遂げてきた。同社に関しては，次の〔90〕，〔91〕，〔92〕，〔93〕，
　　　〔94〕を参照のこと。
　　　〔89〕「NEEDS配当割引モデル　ソニー・ミュージックエンタティメント　ヒッ
　　　　　トなく減収減益に　新規事業への資金投入必要」，日経産業新聞，1993年8
　　　　　月25日。
　　　〔90〕「新規上場会社紹介株式会社ソニー・ミュージックエンタティメント」，
　　　　　東京証券取引所，『証券』，1992年1月号，65－72ページ。
　　　〔91〕米沢昌之稿，1992年，「会社研究　ソニー・ミュージックエンタティメント」，
　　　　　新日本証券調査センター，『証券調査』，10月号，35－48ページ。
　　　〔92〕「Up＆coming　Companyソニー・ミュージックエンタティメント　若者共
　　　　　感企業」，『NOMURA　SEARCH』，1992年5月号，28－33ページ。
　　　〔93〕「人事・組織　ソニー・ミュージックエンタティメント　制作を三つの“会
　　　　　社”に　時代とらえ新人発掘競う」，『日経ビジネス』，1992年3月16日号，
　　　　　57－59ページ。
　　　〔94〕「企業戦略　ソニー・ミュージックエンタティメント　上場調達資金で業容
　　　　　拡大　ミニディスク開発　株価低迷で投資家対策急務」，日本経済新聞，19
　　　　　91年12月9日。
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